このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会や単産に送って下さい。
草の根の運動で消費税増税攻勢をはね返そう　　　　＜新潟県各界連が学習会＞

「消費税増税によらない社会保障『財源』論を大いに語り、総選挙で『消費税増税ノー』の国民的な審判を下そう！」――。新潟県各界連は１月19日、「消費税増税・財源問題学習会」を開催し、70人以上が参加しました。
学習会では、「消費税をなくす全国の会」梅村早江子事務局長が講演。大手マスコミの「増税やむなし論」キャンペーンに触れ、「私たちの反撃も今が正念場」「国民が力を合わせれば必ず増税をストップできる」と参加者を激励しました。次いで、最近の消費税増税必要論の特徴を、①社会保障財源の確保が理由、②社会保障は「皆が支えあう制度」と理念をすり替え、消費税は「皆が広く負担する」と増税を誘導、③高齢者への負担強化手段として消費税増税を主張、④消費税は税収が安定しているから福祉にふさわしいと宣伝、⑤年金の未納者をなくすために消費税増税が必要、⑥社会保障税への改称を提案、の６点にまとめ、それぞれに批判を加えました。
次に「そもそも財政赤字は誰がつくったのか」と問いかけ、９０年代にアメリカの押し付けで６３０兆円もの公共事業を拡大し、同時期に軍事費を増大させ法人税を減税したことを指摘し、「これを是正せずに８００兆円を超す財政赤字の『ツケ』を国民に押し付けるのは、まったくおかしな議論」とアメリカ・財界べったりの自民党政治を批判しました。

財源論では、①行き過ぎた大企業・大資産家の減税を元に戻すだけで７兆円の財源、②軍事費にメスを入れれば１兆円、③公共事業の無駄遣いやめる、道路特定財源の一般財源化や政党助成金廃止などさらに多額の財源――を示しました。

最後に、増税反対の１０００万署名を達成すること、対話・宣伝を重視し、多くの団体と共同を強めて草の根からの運動を広げていこうと訴えました。

活動交流では、昨年秋に各界連を再建してシール投票や宣伝にとりくんでいる上越市各界連、３年にわたって地域で署名活動に粘り強くとりくんでいる阿賀野各界連、家計簿モニターで主婦の声をくみ上げ要求実現の運動をすすめている新婦人、の代表らが発言しました。参加者からは「きょう学んだことを周りの人たちに知らせてコツコツとやっていきた」「地域各界連の再開と議会活動に生かしたい」などの抱負が寄せられました。
年金生活者からの怒り相次ぐ、新宿西口で社保協と共同の１月宣伝 ＜中央各界連＞

消費税廃止各界連（各界連）と中央社会保障推進協議会（社保協）は１月24日、新宿駅西口で共同の宣伝行動をおこない、ときおり強い寒風が吹き付けマイクも途切れそうになるなか、９団体18人が行動。署名が27人から寄せられました。

　各弁士は、福田首相が通常国会の施政方針演説で「国民のために」を40数回も使いながら、海外派兵の恒久法と消費税の引き上げに意欲を示したことを批判し、「社会保障のために」消費税増税をいうごまかしや、「後期高齢者医療制度」がいっそうの高齢者いじめであることを明らかにしました。そのうえで、消費税増税を許さないために、署名への協力と増税勢力に対する総選挙での厳しい審判を訴えました。

　最近リストラされたという男性（60）は、「消費税が一体何に使われてきたのか分からない。民主も消費税増税を言っている。政治家の責任感がなさ過ぎる」と怒り声を寄せ、定年になり再就職したという男性（62）は、「消費税増税前にやることはたくさんある。社会保障のためと言っていたのにいつの間にかすりかえられた」と署名しました。
　そのほか、「年金は少ないのに消費税増税は大変」（女性・74）、「デイサービスで働いているが１カ月の給料は10万円にもならない。増税なんてとんでもない」（男性・56）、「夫は満額もらえると思っていた年金を、働き始めたらカットされた。政府は信用できない」（女性・58）など、とりわけ年金生活者からの「大変だ」との声が寄せられました。
※　宣伝では、農民運動全国連合会事務局員の上山さん、全国商工団体連合会副会長の西村さん、全国保険医団体連合会事務局次長の平松さん、新日本婦人の会中央委員の上野さん、全日本年金者組合副委員長の松岡さん、消費税をなくす会事務局長の梅村さん、社保協事務局長の山田さん、の各弁士が訴えました。
《中央各界連　事務局団体会議開く》
	消費税の大増税やめよ！
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１月18日の事務局団体では、「成人式宣伝でも消費税増税に反対が７割近く、政治への不満も７割以上」（民青）、「年金財源で『消費税によらない最低保障年金を』と明確にして訴えている」（年金者）、「春闘では、県労連から中小企業へ消費税問題と原材料高騰問題などで申し入れをする」（全労連）など各団体のとりくみを交流。
今後の運動では、３月下旬に国会要請・署名提出行動、３月３１日～４月６日までを「消費税導入２０年目　全国いっせい怒りの行動週間」を提起。４月中旬に全国代表者会議とし、次回２月の運営委員会で確認することにしました。
※各地の各界連の行動を知らせるニュースを送ってください。記事、写真をメールで送信いただければ、ＨＰにも掲載していきます。















